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事実の概要
本件は，沖縄の住民らが，沖縄県知事および沖縄市長が沖縄本島中南部の東
海岸に位置する泡瀬干潟の一部およびその周辺海域を埋立ててスポーツ施設を
建設する事業に関して行う財務会計上の行為が違法であると主張して，地方自
治法（1947（昭和 22）年法律第 67 号）242 条の 2 第 1 項 1 号に基づき公金支
出（以下「本件支出」という。）の差止めを求めた住民訴訟である。甲事件は，
沖縄県住民らが沖縄県知事（以下「被告知事」という。）に対して，乙事件は，
沖縄市民らが沖縄市長（以下「被告市長」という。）に対してそれぞれ請求し
た（以下「本件（訴え）」という。）。
泡瀬地区は，沖縄本島中南部の東海岸に位置する中城湾港の北部にあり，沖
縄本島中部に存する沖縄市の南東部に位置する区域である。泡瀬干潟は，泡瀬
地区の西側から北側の沿岸域に分布する約 265 へクタールの干潟域である。
中城湾港（泡瀬地区）公有水面埋立事業は，内閣府沖縄総合事務局（以下「国」
という。）と沖縄県が事業者となり，泡瀬地区の公有水面を埋立てる事業であ
る。東部海浜開発事業は，沖縄市が，中城湾港（泡瀬地区）公有水面埋立事業
によって埋立てられた土地を沖縄県から購入し，その土地上に公共施設等を建
設する海浜開発事業である（以下この事業を「当初海浜開発事業」という。）。
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埋立地の早期利用のために，埋立区域は第Ⅰ区域と第Ⅱ区域に分割されており，
第Ⅰ区域から着手された。2000（平成 12）年，公有水面管理者たる沖縄県は，
当初海浜開発事業者たる国および沖縄県に対して，公有水面埋立法（1921（大
正 10）年法律第 57 号，以下「公水法」という。）に基づく公有水面埋立の承
認および免許（以下この埋立事業を「当初埋立事業」，免許を「当初埋立免許等」
という。）を与えた 1。当初埋立事業および当初海浜開発事業には，沖縄県およ
び沖縄市の一部の住民らから，これらの事業に関して財務会計行為の差止めを
求める住民訴訟（以下「前訴」または「第一次訴訟」という。）が提起された。
そこで被告市長は，現在の土地利用計画を見直すとともに国および沖縄県とさ
らに協議を重ねるという方針表明（以下「本件方針表明」という。）を行った。
前訴は控訴審（福岡高判那覇支部平 21･10･15（LEX/DB文献番号 25451541））
において，当初埋立事業および当初海浜開発事業に関する各一部につき公金支
出の差止めを命じる判決を下した 2。この判決の確定をうけて，国および沖縄県
は，当初埋立事業にかかる埋立工事を中断した。
沖縄市は，被告市長による本件方針表明を受けて，当初海浜開発事業を見直
し，「スポーツコンベンション拠点の形成」を開発コンセプトとする人工ビー
チ，スポーツ施設，多目的ドーム，ホテル，ショッピングモール，医療施設お
よびスポーツジム等の施設を整備する内容の新しい開発事業（以下「本件海浜
開発事業」という。）の計画を策定した。よって，国および沖縄県は，2011（平
成 23）年 4 月，本件海浜開発事業の計画策定に伴う当初埋立事業の埋立区域
の縮少，埋立地の用途の変更，および竣工の期間の伸長等（以下「本件変更」
1　公水法2条1項によれば，埋立てをしようとするものは都道府県知事の免許を受けねばなら
ない。国が埋立事業者となるときは公水法42条により，特例として都道府県知事の承認を
受けることが求められる。本件は住民訴訟であることから，公有水面管理者たる沖縄県が，
当初海浜開発事業者たる沖縄県に対して与えた「免許」について扱うこととする。
2　判例評釈として，黒川哲志（2010）「速報判例解説」法セ増刊6号361頁，神山智美＝山村
恒年（2011）判自339号64頁，及川敬貴（2011）「86　泡瀬干潟事件」環境法判例百選（第2版）
194頁，金崎剛志（2015）「行政判例研究976」自治研究91巻6号99頁がある。
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という。）の申請を行った。被告知事は，2011（平成 23）年 7月，公有水面埋
立法 13 条ノ 2第 1項及び 42 条 3 項の規定に基づき，本件変更を承認および許
可した（以下本件変更の承認および許可を「本件変更許可等」といい，公有水
面埋立事業を「本件埋立事業」という。）。国および沖縄県は，2011（平成 23）
年 10 月から本件変更許可等に基づき埋立工事を再開した。そのため，2011（平
成 23）年 7月，第二次訴訟として本件が提起された。
なお，国は，当初埋立事業に関しては環境影響評価法（2004（平成 11）年
法律 160 号による改正前のもの）に基づく環境影響評価を行い，2000（平成
12）年 3月 22 日，沖縄県に対し当初埋立事業の環境影響評価書（以下 ｢本件
環境影響評価書｣ という。）を提出した。他方，本件埋立事業に関しては，同
法に基づく環境影響評価を実施していない。
本件，すなわち那覇地判平 27･2･24（公刊物未登載，LEX/DB 25506239）は，
甲事件および乙事件に関し，被告知事および被告市長が行った本件支出は，財
務会計上の義務に違反したものということはできないとして，原告らの主張を
棄却した。
判決の要旨
一部棄却，一部却下，一部訴訟終了
１．再度の環境影響評価手続きの必要性について
「本件埋立事業は，当初埋立事業から公有水面の埋立面積を縮少するもので
あることが明らかであるから，本件変更は，環境影響評価法 31 条２項に定め
る「事業規模の縮小」に該当すると解すべきであり，本件埋立事業の実施に当
たり，同法に基づく環境影響評価手続を経ることは要しないというべきであ
る。」
２. 地方自治法および地方財政法違反について
（1）「地方自治法 2条 14項は最少の経費で最大の効果を挙げるようしなければ
ならない旨を，地方財政法 4条 1項は目的を達成するための必要かつ最少の限
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度を超えて経費を支出してはならない旨を規定するものである。したがって，
普通地方公共団体における個々の具体的な支出が，支出の目的と関連しないと
か，支出金額が支出の目的との均衡を著しく欠き，裁量を逸脱してなされたも
のと認められるなどの場合には，これらの規定に違反すると解する余地がある。」
（2）「しかしながら，支出の対象とされた普通地方公共団体の施策そのものの
当否については，地方自治法 2条 14 項等が直接に規律するものとは解されず，
基本的には，住民の代表である普通地方公共団体の長が，当該普通地方公共団
体を取り巻く地域的，歴史的，自然的，社会的，文化的状況等を踏まえ，産業，
経済，歴史，文化，資源，環境，住民の意向等，多様な要素を考慮した上で，
社会的・政策的な見地から，広く当該普通地方公共団体の健全な発達や住民の
福祉の増進に寄与するか否かを踏まえて判断すべきものであり，最終的には，
これらの利益・不利益が帰属する住民が，地方選挙を通じて判断すべきもので
ある。」
（3）「したがって，本件各財務会計行為の対象である本件埋立事業等が経済的
な観点からみて合理性を欠いていたとしても，それだけで直ちに本件各財務会
計行為が地方自治法 2条 14 項等に違反して財務会計法規上違法と評価される
と解することはできず，本件埋立事業等の実施目的や必要性，実施に至る経緯，
効果その他の事情を踏まえてもなお，本件埋立事業等について経済的な観点か
らの合理性を欠くことにより，本件埋立事業等が本件各財務会計行為の対象と
して著しく妥当性を欠き，これに公金を支出することが，普通地方公共団体の
長である被告らに委ねられた裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用するものと
評価されるような場合に初めて，被告らが，普通地方公共団体の事務を誠実に
執行すべき義務に違反して財務会計行為をしたものとして，本件各財務会計行
為が財務会計法規上違法と評価されると解すべきである。」
（4）「前記（略）の認定事実によれば，本件埋立事業等は，長らく米軍基地に
依存する経済基盤を有してきた沖縄市が，失業率が高く，少子高齢化が進みつ
つあるという現状の下，国際色豊かな都市であることや，スポーツ選手の冬場
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のトレーニング地として広く利用されていることといった優位性を活かし，ス
ポーツコンベンション拠点の形成を基本的なコンセプトとして，スポーツや文
化芸能を活用することを主眼とし，新たな就業の場等を創出することにより，
基地依存経済からの脱却及び中部圏の経済の活性化を図るとともに，健康づく
りの場を創出し，高齢化の進展などの解消を目指すというものであり，沖縄市
が抱える課題を解消し，住民の福祉の増進を図ろうとする目的で実施されてい
る事業であることが認められる。」
（5）「このような経緯によれば，本件埋立事業等は，同事業が沖縄市の健全な
発達や住民の福祉の増進に寄与するか否かについて，長期間に渡（原文ママ）り，
住民や利害関係者，学識経験者等による多角的な検討が積み重ねられ，地方選
挙を通じた住民意思が形成された上，その具体化としての政策決定に基づき実
施されている事業であると評価することができる。」
（6）「さらに，前記（略）の認定事実によれば，本件埋立事業等のもたらす社会的・
経済的効果として企図されている内容は，スポーツコンベンション拠点を形成
して，中部圏の経済の活性化と基地依存経済からの脱却を図るとともに，野鳥
園，外周緑地等の新たな地区環境を創造し，新港地区の土砂処分場としての役
割も受け持つというものであり，これらの内容が，普通地方公共団体の健全な
発達や住民の福祉の増進に寄与しないものであると認めることもできない。」
（7）「以上によれば，本件埋立事業等の実施目的や必要性，実施に至る経緯，内容，
規模及び社会的・経済的効果のいずれの観点からみても，本件埋立事業等が，
本件各財務会計行為の対象として妥当性を欠くものであると認めることはでき
ない。」
３. 公有水面埋立法違反について
（1）本件支出の違法事由としての本件変更許可等，本件埋立事業，本件海浜
開発事業の違法性
「被告知事は，本件変更許可等に係る権限を有する執行機関であり，仮に本
件変更許可等に原告らが主張するような公有水面埋立法違反があれば，本件変
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更許可等を是正すべき財務会計法規上の義務を負うというべきであるから，本
件変更許可等を是正することなく本件各財務会計行為を行えば，本件各財務会
計行為は財務会計法規上違法になると解すべきであり，その結果，原告らは，
被告知事に対し，同号の規定に基づく本件各財務会計行為の差止めを求めるこ
とができると解される。」「これに対し，被告市長は，本件変更許可等に係る権
限を有する執行機関ではないから，（中略）本件各財務会計行為の差止めを求
めることはできないと解すべきである。」
（2）環境保全及び災害防止
「本件変更許可等に際しては，①本件埋立事業が泡瀬干潟及びその周辺域の
自然環境に与える影響について，一定の科学的な方法による予測及び評価がさ
れていること，②当初埋立事業については，環境影響評価法に基づく環境影響
評価が実施され，公有水面埋立法 4条 1項 2号の基準に適合する旨の判断がさ
れて本件埋立免許等が付与されていること，③本件埋立事業は，当初埋立事業
から埋立面積を大幅に縮少するものであり，周囲の自然環境に対する影響は相
当程度軽減されていると考えられること，④専門家等を構成員とする環境監視
委員会及び環境保全・創造検討委員会が設置され，本件埋立工事の実施と並行
して，継続的に上記各委員会による評価，検討等がされていることなどの事情
が認められ，これらの各事情を併せ考慮すると，泡瀬干潟及びその周辺域の自
然環境保全の重要性を踏まえても，本件埋立事業が同号の基準に適合するとし
た被告知事の判断が，社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものとは認められ
ず，裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したと認めることはできない。」
「公有水面埋立法 4条 1 項 2 号は，埋立行為によって水面が陸地に変化する
点に着目して，埋立てに特有の配慮事項を定めたものであり，埋立地の場所，
埋立工事の工法，埋立土砂の種類，護岸の構造等といった埋立てに特有の事項
について，災害防止の観点からの配慮を求めた規定であると解される。そうす
ると，原告らによる懸念は，基本的に，同号との関係で検討されるべき内容を
超えたものというべきである。そうすると，災害防止の観点からも，本件埋立
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事業が同号の基準に適合するとした被告知事の判断が，裁量権の範囲を逸脱し
又はこれを濫用したものとして違法となると認めることはできない。」
「以上によれば，環境保全及び災害防止に関する原告らの主張は，いずれも
採用することができず，本件変更許可等が，公有水面埋立法 4条 1項 2号に違
反すると認めることはできない。」
４．結論
「本件埋立事業等に公金を支出することが，被告らが負う財務会計法規上の
各義務に違反すると認めることはできないから，本件各財務会計行為を違法と
評価することはできない。よって，原告らが，地方自治法 242 条の 2第 1 項 1
号に基づき，被告らに対して本件各財務会計行為の差止めを求めることはでき
ない。」
評釈
結論に賛成する。理由の一部に反対する。
以下検討する。
本件は，海浜の埋立てに反対する原告住民らが，住民訴訟を通じて，本件埋
立事業および本件海浜開発事業に関する財務会計行為の差止め等を求めたもの
である。第一次訴訟は，原告側の差止請求が一部につき認容される形で結審し
たため関心を集めた。裁判所は，当初埋立事業が基づくところの土地利用計画
が経済的合理性を欠くものとはいえないことをもって，現在（すなわち当時）
策定中の土地利用計画までもが経済的合理性を備えたものとはいえないと判断
したのである。その後，変更された土地利用計画のもとで本件変更許可等の取
得に基づく埋立工事の再開がなされた。ゆえに，第二次訴訟が提起されるとこ
ろとなった。
一　公有水面埋立法制および再度の環境影響評価手続きの必要性
はじめに公水法について述べる。公有水面の埋立てには都道府県知事の免許
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を受けることが必要になる（公水法 2条 1 項）。埋立てをするものが国である
ときは都道府県知事の承認を受けることを要している（公水法 41 条 1 項）。本
件に関して，国は平成 12 年 5 月 10 日に埋立承認について出願している。これ
は地方分権一括法の平成 12 年 4 月 1 日施行後に当たる。よって，公水法施行
令 32 条の国土交通大臣の認可およびそれに伴う公水法 47 条 2 項による環境大
臣の意見も必要とされていない 3。
都道府県知事による上記の免許を受けたものがその免許を受けた事項につい
てその後に変更（埋立区域の縮小，埋立地の用途もしくは設計の概要の変更ま
たは工事の着手もしくは竣功の期間の延長）を行なう場合には，都道府県知事
は，正当な事由があると認められるときは変更を許可できることになってい
る（公水法 13 条ノ 2第 1項）。ただし，当該変更を許可するためには，①国土
利用上適正かつ合理的であること（公水法 4 条 1 項 1 号），②埋立てが環境保
全および災害防止につき十分配慮されたものであること（同法同条同項 2号），
③埋立地の用途が土地利用または環境保全に関する国または地方公共団体の法
律に基づく計画に違背しないこと（同法同条同項 3号）等が必要とされている。
この変更の許可の申請には，公水法施行規則に定める申請書の提出が求めら
れている。変更の内容が工事の着手または竣功の期間の延長に該当するもので
なければ，環境保全のために講じる措置を記載した図書（以下「本件環境保全
図書」という。）の添付が必要とされる（公水法施行規則 7条 1 項，2 項１か
ら 3号。）。
次に，環境影響評価法について述べる。同法は，同法が定める対象事業の事
業者に対し，事業の実施が環境に及ぼす影響について環境の構成要素に係る項
目ごとに調査，予測および評価を行うとともに，これらを行う過程においてそ
の事業に係る環境の保全のための措置を検討し，この措置が講じられた場合に
おける環境影響を総合的に評価する手続きを規定するものである（環境影響評
3　詳細は金崎剛志・前掲注（2）107-108頁を参照のこと。
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価法 2条）。
よって，同法の対象事業の事業者は対象事業に係る環境影響評価を行った場
合には，環境影響評価書を作成して対象事業に係る免許等を行う者に送付した
上で，これを作成した旨等を公布しなければならないとされる（環境影響評価
法 21 条 2 項，同法 22 条 1 項，27 条）。そして，対象事業の事業者は，当該公
告を行った後に対象事業の目的および内容を変更する場合には，原則として再
び環境影響評価を実施しなければ対象事業を実施してはならない（環境影響評
価法 31 条 1 項）。例外として，対象事業の変更が ｢事業の縮小，政令で定める
軽微な変更その他の政令で定める変更｣ に該当するときは，環境影響評価の再
実施を要しないと規定している（環境影響評価法 31 条 2 項）。
ここで，本件が同法の定める対象事業に該当するかがまずもって問題となる
ところ，公有水面の埋立てに係る区域の面積が 50 ヘクタールを超えるものは
対象に当たると規定されている（環境影響評価法 2条 2項 1号ト，同法施行令
1条および 12 条 1 項）。よって国は，当初埋立事業に関しては環境影響評価法
に基づく環境影響評価を行い，2000（平成 12）年 3月 22 日，沖縄県に対し当
初埋立事業に係る本件環境影響評価書を提出した。
他方，本件変更に基づく本件埋立事業に関しては，同法に基づく環境影響評
価を実施していない。では，本件変更は再度の環境影響評価を要するかについ
て検討するに，裁判所は要しないと判示した。理由は，本件埋立事業は当初埋
立事業から公有水面の埋め立て面積を縮小するものであることが明らかであ
り，環境影響評価法31条2項に定める｢事業規模の縮小｣に該当するからである。
これに対して原告らは，同法同条同項における ｢事業規模の縮小｣ は例示であ
ると主張するも，裁判所は ｢原告らの独自の解釈｣ であると一蹴した。
裁判所の判断は，筆者には妥当なものと思われる。しかしながら，今後環境
保全および災害防止に関しての継続的な監視は求められており，そのための一
つの指標として環境影響評価は必須となる。とすれば，環境影響評価法 31 条
2 項に定める ｢事業規模の縮小｣ に該当するため規模を縮小したという証明で
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足りる場合であっても，縮小の程度が小さくはないのであれば 4 改めて環境影
響評価をすることも求められてくると考える。
二　経済的合理性原則の観点
地方自治法 2条 14 項は，いわゆる「最少経費最大効率性」を，地方財政法
4条 1項はそれを予算執行の立場から「目的達成必要最少経費」とする旨を規
定する 5。経済的合理性原則は，地方自治法 2条 14 項と地方財政法 4条 1項の
要件である。当該原則に基づく財務会計行為の適否の判断には，まずその前提
となる政策判断の適否が問題とされ，そこに認められる裁量権の踰越 ･濫用の
有無が審査されている 6。第一次訴訟は，第一審（那覇地判平 20･11･19 判自 328
号 43 頁）および控訴審ともに，経済的合理性原則に照らして違法とされるのは，
執行機関が合理的な理由もなく不当に多額の支出をする等，その裁量権を逸脱
しあるいはこれを濫用したと認められる場合に限られるとしている7。本判決も
これを踏襲している（判決の要旨 2-（1））。
第一次訴訟では，従前の土地利用計画が経済的合理性を欠くものではなかっ
たからといって，見直し途中の埋立事業計画にも経済的合理性が推認されると
は限らず，「相当程度に手堅い検証」を経ることが必要であると判断した。他方，
第二次訴訟は，見直しおよび本件変更が完遂し，本件変更許可等がなされ本件
埋立事業が再開された後に提起されたものである。よって本件埋立事業等の経
済的合理性が改めて検証されるところとなった。
本件において裁判所は，前提となる政策判断の適否については，「地方自治
法 2条 14 項等が直接に規律するものとは解されず」，「住民の代表である長｣
が社会的 ･政策的な見地から判断するべきもの，すなわち「住民が，地方選挙
を通じて判断すべきもの」であるとの見解を示している（判決の要旨 2-（2））。
4　筆者は，｢事業規模の縮小｣ と一括りにするのではなく，規模縮小の度合いによって別途再
度の環境影響評価手続きの必要性基準等を決定すべきであろうと考える。
5　石原信雄・二橋正弘（2000）『新版地方財政法逐条解説』（ぎょうせい）31-32頁。
6　神山＝山村・前掲注（2）66頁。
7　及川・前掲注（2）195頁。
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さらに，「本件埋立事業等が経済的な観点からみて合理性を欠いていたとして
も，それだけで直ちに本件支出が（中略）財務会計法規上違法と評価されると
解することはできず」，本件支出が「普通地方公共団体の長である被告らに委
ねられた裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用するものと評価されるような場
合に」違法と評価されると判断した（判決の要旨 2-（3））。すなわち，前提と
なる政策判断が民主的に実施されているかというプロセスを重視している。普
通地方公共団体の首長は，選挙という民主的なプロセスを経て選出されたゆえ
に，その施策は正当性および民主的決定性を担保していると考えられる。また，
政策型選挙では，当選者の掲げるマニフェストにおける施策は，住民からその
実効を信託（信任）されたものともいえる。裁判所はこれらの点を評価したも
のと考えられる。
他方，裁判所は，当該埋立事業等の性質につき，米軍基地依存に加え失業率
が高く，少子高齢化が進みつつあるという現状を踏まえ，「沖縄市が抱える課
題を解消し，住民の福祉の増進を図ろうとする目的で実施されている事業であ
ることが認められる」と判示した（判決の要旨 2-（4））。加えて，本件に関し
ては沖縄市長選挙においても争点になっており，ワークショップや検討調査委
員会等が複数結成され，市民や学識経験者等からの意見等を反映するかたちで
実施されることとなったものである。その経緯を評価し，裁判所は「住民意思
が形成された上，その具体化としての政策決定に基づき実施されている事業で
あると評価することができる」と判断した（判決の要旨 2-（5））。
さらに，本件埋立事業等の結果として企図されている本件海浜開発事業は，
「スポーツコンベンション拠点を形成して，中部圏の経済の活性化と基地依存
経済からの脱却を図」り，「野鳥園，外周緑地等の新たな地区環境を創造し，
新港地区の土砂処分場としての役割も受け持つ」ものであるから，「普通地方
公共団体の健全な発達や住民の福祉の増進に寄与しないものであると認めるこ
ともできない」と判断した（判決の要旨 2-（6））。 
以上のように裁判所は，沖縄市の現況および課題，本件埋立事業等に至る経
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緯，本件埋立事業等の方針・内容・効果・財政的影響等を検証した。特に着目
したのは，前提となる政策判断のプロセスである。長期間にわたり，住民や利
害関係者，学識経験者等による多角的な検討が積み重ねられ，地方選挙を通じ
た住民意思が形成されその具体化としての政策決定に基づき本件埋立事業等が
立案されていると裁判所が判断した点である。さらに，工事費用等の追加支出
分が発生した場合にも，国からの譲渡価格及び沖縄県から沖縄市への譲渡価格
の設定において沖縄県の財政に悪影響を及ぼす仕組み（契約）にはなっていな
いこと等も評価した。
このように裁判所は，民主的意思決定過程の手続きが周到に行われている点
を重視しながら，財務的な危機管理が措置されているかについてまでも綿密な
検討を行ったといえる。そのうえで，「普通地方公共団体の健全な発達や住民
の福祉の増進に寄与しないもの
4 4 4 4 4 4 4
であると認めること
4 4 4 4 4 4 4 4 4
もできない
4 4 4 4 4
」と判断した（判
決の要旨2-（6））にとどまる。総合考慮的かつ慎重な判断ともうけとめられよう。
しかしながら，これは，経済的合理性の法規範性を述べながらも（判決の要
旨 2-（1）），選挙で選ばれた首長の裁量権をより広く捉えることでその法規範
性を希薄化させる論立てといえる（判決の要旨 2-（2））。すなわち，選挙で選
ばれた首長の判断の前では，前述の法規範性も一要素に過ぎないとしているの
である。なお，一般論として選挙で選ばれた首長の裁量権について述べている
ものの（判決の要旨 2-（2）），2010 年（平成 22 年）4月に沖縄市長選挙 があっ
たことを意識していると感じさせる。
三　住民訴訟の違法統制機能
先行行為が違法であれば，それに基づく財務会計行為も違法として，住民訴
訟で争うことができるかどうかには学説の動向および判例の蓄積がある。
まずは本論点に関する最高裁判決を整理する。財務会計法上の行為が違法と
なるのは，単にそれ自体が法令に違反するだけではなく，その先行行為が法令
に違反して許されない場合も含むとしたものには，①最大判昭 52・7・13 判タ
350 号 204 頁（津地鎮祭事件），②最三小判昭 57・7・13 判タ 478 号 141 頁（田
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子の浦ヘドロ訴訟），③最二小判昭 58・7・15 判時 1089 号 36 頁（森林組合事件），
④最一小判昭 60・9・12 判タ 572 号 54 頁（川崎市退職金支出訴訟），⑤最二小
判平 10・4・24 判タ 973 号 116 頁がある。
他方，原則として先行行為の違法性を住民訴訟では争えないと判示し，その
理由を，先行行為と財務会計行為を行うものが異なり，かつ，先行行為が首長
から独立性を有する機関によって行われた事例では，首長は当該処分を尊重し
てその内容に応じた財務会計上の措置を取る義務があることに見出したものと
して⑥最三小判平 4･12･15 判自 114 号 62 頁（東京都一日校長事件），⑦最二小
判平 15･1･17 判時 1813 号 64 頁がある。また，財務会計上の行為者に先行行
為を是正する権限が付与されていないことを理由とするものに⑧最一小判平
17･3･10 判時 1894 号 3 頁がある。
なかでも，⑨最二小判平 20･1･18 判タ 1261 号 145 頁は，より具体的な判断
基準を打ち立て，一定の条件下にも関わらず，漫然と公金支出が行われた場合
には，財務会計行為が違法性を帯びると判示するに至っている。
このように，判例の趨勢は，住民訴訟における非財務会計行為の統制を一般
的に認めているわけではない。客観訴訟の充実が求められるなかで，実質的に
は住民訴訟に地方公共団体の行為を統制する機能が期待されているとしても，
裁判所は「非財務的事項に関する審査とみえるものも，財務行為の適法性を確
保するという住民訴訟の守備範囲に入るものと理解された限りで審査してい
る 8」といえよう。
本審は，数ある判例の中でも財務会計上の行為者に先行行為を是正する権限
が付与されていないことを理由として先行行為の違法性を住民訴訟では争えな
いと判断した⑧最一小判平 17・3・10（LEX/DB文献番号 28100582）を踏襲
して判断したものと思われる。そのため，執行機関が当該処分につき取消権等
の是正権限を有しているかどうかが問われることとなる。この規範を本件につ
8　曽和俊文（2000）「住民訴訟制度改革論」法と政治51巻2号182頁。
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いてあてはめるに，被告知事は本件変更許可等に係る権限を有する執行機関で
あること（公水法 13 条ノ 2）から原告らは財務会計行為の差止めを求めるこ
とが出来る。他方，被告市長は，同権限を有しないことから，差止めを求めら
れる対象とはならないと判断された。
四　公有水面埋立法に違反する違法な処分
被告知事による本件変更許可等は，公水法に違反する違法な処分といえるの
かにつき検討する。原告らは，本件変更許可等に係る申請にあたって作成され
た本件環境保全図書の内容に問題があると主張した。公水法4条1項2号は，「其
ノ埋立ガ環境保全及災害防止ニ付十分配慮セラレタルモノナルコト」を要件と
しており，環境保全および災害防止の観点を中心に丁寧な検討がなされた。同
法同号は，埋立行為によって水面が陸地に変化する点に着目して，埋立てに特
有の配慮事項を定めたものであり，埋立行為または埋立てに伴う地形変化によ
り生ずることが予想される影響に対応しようとするものであると解される 9。
他に同法同号への適合性が争点の一つとなっている事件には，①大阪高判
平 17・7・27 LEX/DB文献番号 25410445（神戸空港建設事件），②福岡高判平
17･5･16 LEX/DB文献番号 28101683（諫早湾干拓工事差止事件），③神戸地判
平 16・3･30 LEX/DB文献番号 28091787（神戸空港建設事件），④熊本地判昭
63･7･7 LEX/DB文献番号 27802481（火力発電所建設事件）等がある。しかし，
裁判所は，いずれについても判断をしていない 10。それゆえ前訴および本審は，
同条同号に基づき，環境保全および災害防止に関して，何をどこまで検討すべ
きかという基準作りに一石を投じたものと考えられる。
しかし，本審における裁判所の評価は，事業者による「完全な環境保全」は
困難であるという点に終始している。ゆえに，どこまでの影響勘案であれば「十
9　建設省埋立行政研究会・建設省河川局水政課 （監修）（1995）『公有水面埋立実務ハンドブッ
ク』（ぎょうせい）42-43頁。
10　①および③非財務的事項に関する審査であるとし判断していない，②裁判所は同条同号に
ついては判断していない，④付近住民は原告適格を有しないと判断した。
534
－319 （     ）－
分配慮セラレタルモノ」といえ，都道府県知事は許可すべきなのかという基準
は明確ではない。それゆえ，客観的な評価基準およびその後のモニタリングの
義務付の仕組み等が求められる。
そこで，公水法 4条 1項 2号から何らかの基準を導くことはできないかにつ
き試論する。同法同号は，環境保全および災害防止につき「十分配慮」を要件
としている。これは，自然再生推進法（2001（平成 14）年法律第 148 号）附
則 2 11 や廃棄物の処理及び清掃に関する法律（いわゆる廃棄物処理法または廃
掃法。1970（昭和 45）年法律第 137 号）12 15 条の 2が要件とする「適正な配慮」
とは異なるものである。公水法の要件である「十分配慮」について，公有水面
埋立実務ハンドブック は「問題の現況及び影響を的確に把握した上で，これ
に対する措置が適正に講じられていることであり，その程度において十分と認
められるという 13」と説明し，適正さの程度が十分であるとする解釈を採って
いる。
これらの法律の立法過程において，英米法が参考にされたか否かについては
明らかではないが，「十分」と「適正」を議論する上で，英米法に代表される
コモン・ロー上の契約理論が参考になる。なぜなら，契約の要素（elements 
of contract）である約因（consideration）は，将来の交換取引（bargained 
for） を裏付けるものであり，sufﬁcient（十分な）considerationと adequate（適
正な）considerationを明確に区別しているからである。
ここで，住民からの信託を受けた首長と住民との間に，信託法理に基づく
契約が交わされたと仮定し，「十分配慮」を sufﬁcient considerationと，「適
11　自然再生推進法附則2は　「（略）自然再生事業については，環境影響評価法（平成9年法
律第81号）の施行状況その他土地の形状の変更，工作物の新設等の事業に係る自然環境の
保全上の支障を防止するための措置の実施状況等に留意して，適正な配慮がなされるものと
する。」と規定する。
12　廃棄物処理法15条の2第2項は「その産業廃棄物処理施設の設置に関する計画及び維持管
理に関する計画が当該産業廃棄物処理施設に係る周辺地域の生活環境の保全及び環境省令で
定める周辺の施設について適正な配慮がなされたものであること。」と規定する。
13　建設省埋立行政研究会等・前掲注（9）42-43頁。
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正な配慮」を adequate considerationと捉えることとする。そうすると，「十
分配慮」の場合，その契約に基づき，首長から委託を受けた事業者の開発行為
に住民に不利益を及ぼすような瑕疵があってはならない。一方，「適正配慮」
の場合は，住民に一部不利益を及ぼすようなものであっても，その不利益を
補うだけの別の対価があれば，その契約は成立する。このように，sufﬁcient 
considerationは，adequate considerationよりも完全に法的価値均衡的な約
因であることが求められる 。すなわち，周辺住民の環境および災害に影響を
与えうる要素が確認されたままでは事業者側に欠陥があるといえ，法的価値均
衡的な約因とはみなせないのであるから，許可されないということになる。
しかしながら，これは条文の文言のみをとらえた議論であり，これを公水
法の許可要件にあてはめることは望ましくないであろう。主たる理由は，公
水法は，1921（大正 10）年に制定された古典的環境法であり，sufﬁcient 
considerationと adequate considerationの違いを意識して制定されたものと
は考えにくいからである。
なお，事業実施者と原告とでは，環境影響評価における役割は異なるところ，
本件においては事業実施者および原告ら共に数年間 14にわたる緻密な環境影響
評価を実施しており，今後もこの水準が求められることは望ましいといえる。
（１）環境保全の観点
裁判所は，「当該海域の生物環境にも一定の影響を及ぼすことが避けられな
いものである」ことを前提に，「完全な環境保全がされない限り，いかなる場
合にも埋立てを実施することが許されないものではな」く，あくまでも自然環
境に対する現在予測できる影響を把握したうえで，これに対する措置を適切に
講じることを求めたものと解釈した。
14　環境影響評価は，最短でも四季を通じて実施することが必要であり，台風その他の影響を
勘案すると2年間は実施することが望ましい。今回の環境影響評価は，本件変更があったこ
とからトカゲハゼ，クビレミドロ，鳥類ともに10年以上は実施されており理想的ともいえ
る。
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具体的な本件環境保全図書の検証を，原告の主張の種類によって分類すると
以下の通りである。第 1 に，原告らは，「海草藻場」の減少について正しく評
価していないことおよび「鳥類」についてムナグロの個体数が激減しているこ
と等を問題視した。しかしながら裁判所は，原告らの指摘する変化が，本件埋
立工事によるものであると認めるのは困難であると判断した。
第 2に，原告らは，「潮流及び地形・地質」が，予測および評価項目として
選定されていないことならびに「新種，日本新記録種」についても泡瀬干潟お
よびその浅海域では多数の新種の動植物，日本新記録種等が発見されているに
もかかわらず，調査，予測および評価が不十分であることを指摘した。しかし
ながら裁判所は，これらを予測および評価項目として選定しなければ，自然環
境に対する影響の把握として合理性を欠くとはいえないと判断した。後者に関
しては個別に調査，予測および評価をせねばならないとする法令上の規定がな
いことも理由とした。
第 3に，原告らは，「サンゴ類」の調査方法に疑問を呈したが，裁判所は，
サンゴ類の生息被度は本件埋立地の総面積に占める割合が高いとはいえないこ
とからも，本件埋立地内のサンゴ類についての移植等の記載がないことをもっ
て，サンゴ類に関する自然環境の把握が不十分であるとまではいえないと判断
した。
第 4 に，国内では沖縄諸島沖縄島の中城湾沿岸だけに分布する「トカゲハゼ」
についてである。原告は，トカゲハゼへの影響を軽微なものとする環境保全図
書の内容に誤りがあると主張したが，裁判所は，証拠（甲Ａ 1，Ｃ 42）により，「本
件埋立工事の施行後，泡瀬地区におけるトカゲハゼの個体数はむしろ増加傾向
にあることが認められ」ると判断した 15。
このように，事業実施者による「完全な環境保全」が行われているとは断じ
15　書証甲C 42（行動計画（環境保全措置）の今後の検討方針（案）平成24年2月24日，内
閣府・沖縄県・沖縄市等）の5頁には，「近年の泡瀬におけるトカゲハゼ生息数は比較的安
定しているものの，中城湾全体でみると減少傾向」とあり，裁判所の判断とは幾分異なる。
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えないものの，「一定の科学的な方法による予測及び評価」および環境影響評
価法に基づく環境影響評価がなされ，本件計画は当初埋立事業よりも相当程度
に環境負荷を軽減するものであることをもって，被告知事の判断は裁量権の範
囲を逸脱または濫用したものではないと裁判所は判断したといえる。
ここで，環境影響評価の不十分さまたは不適切さは行政処分の適法性に影響
を与えるかという点を検討せねばならない。この点に関しては，大久保規子
教授（大阪大学）が既に訴訟の種類ごとに検討を加えている 16。大久保教授は，
本件のような住民訴訟に関しては，開発型公共事業抑制のために頻繁に活用さ
れているものの，環境影響評価の瑕疵を理由として勝訴するにはいくつかの
ハードルがあると指摘する。そのうえで，いくつかの問題が生じており，これ
らの問題は住民訴訟が本来，財務会計行為の違法を是正するための訴訟である
ことにその原因を求めている 17。
以下に筆者の知識において可能な限りにおいて前述の具体的な本件環境保全
図書の検証（第 2および第 3の点）について，特に希少野生動植物保護の観点
から若干の検討を加える。
第 2の点を検討すれば，評価項目の選定については，案件ごとにより柔軟な
対応がなされるべきであろう。すなわち，現行法令上の必須の評価項目のみに
拘泥せずに環境影響評価を展開できる仕組みの創設が望ましい。当該地域は，
多数の新種の動植物や日本新記録種等が発見されているところであるため，当
該地域の固有種も存在することを重視すべきだからである。なお，開発が計画
されると自然環境の調査が詳細に行われ，その結果として新種や日本新記録種
等が発見されることになる。本来であれば自然環境を隅々まで調べ上げた上で，
開発の可能性等を判断すべきといえる。その点において，現在の事業アセスメ
16　大久保規子（2011）「環境影響評価と訴訟」環境法政策学会『環境影響評価』59頁，（商
事法務）62-63頁。
17　大久保規子教授は，環境影響評価の瑕疵を直截に是正することのできる訴訟類型の必要性
を示唆しており，筆者も首肯するところである。
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ント方式（日本式戦略アセスメント方式）の環境影響評価では，自然資源の利
用の影響を生態学的限界の安全な範囲内に抑えるには，不十分といえよう。併
せて，開発事業計画立案後における新種や日本新記録種等の発見では，開発事
業計画決定に正しく加味されない部分も出てくる。よって，日常的な生態系の
モニタリングの仕組み構築が求められるといえる。
次に第 3の点を検討すれば，愛知目標 10 等では世界的なサンゴ類の減少が
指摘されており，「サンゴ礁への複合的な人為的圧力が最少化され，その健全
性と機能が維持される」ことが目標として掲げられている。こうした世界的な
課題に対しての環境影響評価が十分とはいえないのではないかと思われる。
しかしながら，裁判所の判断は，希少野生動植物の保護がなされているかに
ついては，妥当性を欠くとはいえないというものであった。モニタリングのほ
か，飼育実験，繁殖期における会場工事の中断等による具体的な保全措置が専
門家のヒアリングを経たうえで行われていると評価したのである。これは，当
初埋立事業に係る環境影響評価そのものが長期間のモニタリングとともに丁寧
になされていることに起因するといえる。つまり，前述の通りいくつかの点に
おいて環境影響評価の不十分さ（瑕疵）が指摘されるものの，「重大かつ明白
な違法」（東京地判平 15・11・28LEX/DB文献番号 28090658（臨海副都心有
明北地区埋立事件））までは確認できないまたは原告も指摘できていないと捉
えられているからであろう。
とはいえ，この判断には，課題も散見される。依然として，「トカゲハゼ」（絶
滅危惧ⅠＡ類（CR））のように，種の保存法 18 の希少野生動植物や天然記念物
には指定されていない当該地域固有の希少種の保護の困難さを，露呈させたと
いえる。こうした希少種も種の保存法等の対象となっていれば，当該要件の適
用上取扱いが異なる可能性もあるといえるからである。いみじくも平成 25 年
第 183 国会において，種の保存法において 2020 年までに「300 種指定」が目
18　正式な名称は「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（1992年法律第
75号）。
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指されることになっている。重要なのはより多くの種をしてすることのみでは
なく，その指定された種が存続できる生態系や生物多様性を担保することであ
るため，これに適うためのより実効性のある指定をめざしたい。
加えて，環境保全措置のあり方も再確認せねばならない。環境保全措置は，
本来であれば回避，低減（最小化），代償の順序で可能性を検討すべきである。
しかし本件環境影響評価においては，まず代償措置ありきで，事業計画地の動
植物を移植しており，しかも移植はほとんど不成功に終わっているとの指摘も
あるからである 19。にもかかわらず裁判所は，この事業が「野鳥園，外周緑地
等の新たな地区環境を創造」するとしていることを評価しているように読める
（判決の要旨 2-（6））。しかしながら当該地域の野生生物を他の地域に移設（再
導入）すればよい，または新たに他の地域に野生生物の生息地を確保すればよ
いという考え方は適切ではない。野生生物は，現在生息および生育している場
所で最大限保全することが第一義的に検討されねばならないからである。
本件では，泡瀬地区という自然環境的観点から極めて貴重な価値を有する地
域の埋立てが問題となっている。そもそも埋立事業は，埋立土砂を他の地域か
ら持ち込む作業であり，国内移動の外来生物問題を生じさせる懸念がある。さ
らに埋立てによってこの地域の生態系を破壊すれば，（現行それと認識されて
いる）希少種のみならず未だ発見されていない希少種および地域固有種まで不
可逆的な影響を受けることには間違いがない。ここには，生態系そのものを保
全する仕組みが不十分であり，開発を前提としながら，種の指定という形で希
少種を守る法制度の限界がうかがえる 20。
（２）災害防止について
原告らは，本件埋立地の地盤高の適否を判断するに当たり，大型台風の波高
19　日本自然保護協会 理事 吉田正人「NGOから見た環境アセスメントの問題点」https://
www.env.go.jp/policy/kentou/kentou_04/mat02_2.pdf（2015.12.14最終閲覧）。
20　筆者は，ナチュラ2000のように広域で生態系を保全する仕組みをアジア圏に構築するこ
とを標榜している。
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や津波の最大遡上高を想定せねばならないと主張した。さらに，液状化対策が
採られていないこと，アクセス道路および避難施設が設置されていないことも
高唱した。しかしながら，裁判所は，これらは，公水法 4条 1項 2号との関係
で検討されるべき内容を超えていると判断した。
筆者はこの裁判所の判断は妥当であると考える。原告らは，本件埋立事業に
おける地盤高は当初埋立事業における地盤高よりも国施行部分については 20
センチメートル低く，沖縄県施行部分については 1メートル低くなっているこ
とに着目した。沖縄県津波被害想定検討委員会が本件埋立地に襲来する最大
クラスの津波の最大溯上高は海抜 7.9 メートルであると公表したこと等を根拠
として，本件埋立地の地盤高を決定するに当たりこれらの想定が検討の視野に
入っていないことを指摘したのである。この指摘に関しては，確かに不安要素
が高まることは事実であろう。しかし，当初埋立事業における地盤高と本件埋
立事業における地盤高を比較することおよび津波被害想定の最大溯上高への対
応の要請は公水法の射程の範囲外といえよう。
とはいえ，公有水面の埋立ておよび本件変更によって，埋立て以前および当
初埋立事業計画よりも災害の危険性およびそのおそれの認識が地域住民に増し
ているのは事実である。然るに，公水法制定時よりは防災意識も防災技術も科
学的知見も高まっている現状において，危機管理法制等において何らかの確認
および評価をする仕組みの構築も必要であろうと思われる。
結びに代えて
本件においては論点となっていないが，国際条約その他の国際的義務との整
合および調和も検討されねばならない。
本件に係ると思われるものの一つが，愛知目標 21 3 のフレーズにある過剰利
21　2010（平成22）年の生物多様性条約第10 回締約国会議（COP10，愛知県名古屋市）にて，
生物多様性に関する2011 年以降の新たな世界目標として採択された。全部で20の目標から
成っている。
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用を後押しするような「負の奨励措置（補助金等）」によって実施される事業
（とりわけ公共事業）の廃止および撤廃への方向付けである。「負の影響を最少
化又は回避するために，補助金を含む生物多様性に有害な奨励措置が撤廃され，
あるいは段階的に廃止され，又は改革され」ねばならないのである。これは奨
励措置のある事業は最善の保全政策が生み出した成果を簡単に損なうからであ
り，陸地，陸水および海洋の保全も勘案したより適切な「正の奨励措置」を標
榜するためでもある。確かに「奨励措置」には当該事業実施のインセンティブ
を高める効果がある。そのため，「負の奨励措置」廃止の必要性の認識も高まっ
ている。しかしながら，この目標に向けた進捗は中間評価の段階では「非常に
複雑な状況 22」であると評価されており，克服すべき課題は多い。
本件に係る当初埋立事業，本件埋立事業，当初海浜開発事業および本件海浜
開発事業は，いずれも沖縄県が依然として通常の土木系公共事業への国庫補助
の特別補助率に加え，特別交付金等の沖縄県に対する固有の補助金に頼ってい
る姿を投影している。「負の奨励措置」の一例である。この愛知目標 3は 2011
年以降の世界目標として採択されており，本件変更は 2011 年 7 月に承認およ
び許可されている。すなわち，愛知目標の対象期間内であったといえる。加え
て，生物多様性条約の直接適用の裁判例（札幌地判平 25･9･19LEX/DB文献番
号 25502559（北見道路事件）23 ） もある。とすれば，本件変更に係る承認およ
び許可においては，｢沖縄市が抱える課題を解消し住民の福祉の増進を図ろう
とする目的で実施されている事業｣（判決の要旨 2-（4））と言い切るのみでは
なく，国際的取決めとして採択されている愛知目標 3の指針もいくばくかは検
討されるべきであったとも考えられる。
よって今後は，こうした国際法および国際的取決めが関係諸法律を通して達
22　生物多様性条約事務局（2014）『地球規模生物多様性概況第4版　生物多様性戦略計画
2011-2020の実現に向けた進捗に関する中間評価』41頁。
23　生物多様性条約が環境基本法，種の保存法等関係諸法律を通して一定の指針的効果を発揮
し，行政裁量の行使を枠付けることを認めた初めての判決である。詳細は拙稿（2014）法学
セミナー増刊速報判例解説No.15, 309-312頁参照のこと。
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成されやすくなるように尽力することが求められよう。そのためにもまずもっ
ては公水法といういわゆるカタカナ法が現代において十分な機能を果たしてい
るかを検討し，｢正の奨励制度｣ を開発または適用する法的仕組みとなるよう
見直しを図ることが求められよう。
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